
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度  事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 キ リス ト教メンタル・ケア ロセンター

1 事業の成果

「心病む方々の友となる」の理念のもと、電話相談を中心に各種相談活動を展開した。

2022年度は 2年間続いたコロナ禍の終息が見え始め、ようやく対面での会議が開催されるようにな

り、少 しずつ日常が戻ってきている。東京相談室、横浜相談室ともに相談開催 日を完全な日常には戻す

にはもうしばらくかかることとなるが、調整をしながらも相談活動を継続 した。

相談員の要請に関する事業では、今年度は相談員に 6名 が新たに加わり、それぞれの相談室で研修も

終わりすでに相談に応 じている。それでも相談員が足 りず、東京相談室での電話相談は毎週月曜日と水

曜 日に限らせて行った。コロナ禍の終息が見え始めたとはいえ、まだまだ心に悩みを抱え電話相談を必

要とする方は増えており、その必要性は高まつている。電話相談ばかりでなく対面によるグループミー

ティング等、様々な面からユーザーの方々を支えてきた。

支援のための研修事業は、相談員の能力向上と維持を目的として一 日研修、グループ研修等を実施 し

た。

理事会等運営に関する事業について、対面での開催は行えずZoomを用いての開催を強いられた。運

営事項については滞 りなく審議を行った。

具体的な事業の実施内容は以下のとお りである。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【4,640】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

心病む人々と
その家族に対
する援助 と相
談活動

① 電話と面談手紙によ
る援助

② 心理。医療等専門相談
の実施

③ 心病む方と家族の会

年間

東京相 談室

(渋谷区)

横 浜相談室

(磯子区)

△   =↓
にI   口I

82名

相談員

68名

協力会員

14名

電話相談

専F日本目談

家族会等

2,087名 3.001
(千円)

機関誌の発行
に関する事業

外部への事業 PRの為に
会報を作成 。発行

年 1回

12月

東京 0横浜相
談室

6名
寄付者・

学校・教

会 。病院

3,000部
1,500箇所

157
(千円)

相談員の養成
に関する事業

相談員の育成 と一般啓発
(年間で公開講座開催 )

年間

神 奈 川 県 民
センター

Zoom

7名
講座希望

者 。一般
延 662名 1.083

(千円)



支援のための
研修

相談員の能力維持向上
グループ研修
一日研修

年 間
両相談室

Zoom
11名

相談員

協力会員
56名 261

(千円)

目的・趣旨を
同じくする団
体 との交流事
業

二重 CMCCと の交流

社会福祉協議会参加PR活動
年 間 事務所他 数名

一重創∝

¬般

138
(千 円 )

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 4年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 キリス ト教メンタル・ケア・センター

金  額 小 計 ・ 合 計

、】 経

正会員受取会費 950,000

950,0(00

受取寄附金
維持・賛助会員受取会費
施設等受入評価益

2,974,300

655,500

0

3,629,800

地方公共団体補助金

講座事業収益
講演会などの収益

4

326,500

0

326,500

2,297

2,297

受取利息

5

収 4,908,597

経

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

相談活動費
研修事業費
広報 。出版事業費
運動普及事業費
講座事業費

3,000,573

260,976

156,700

138,800

1,083,380

4,640,429

4.640.`

3.243,364

施設管理費
光熱費
什器備品リース

通信・電話料
旅費交通費
事務費 。消耗品
印刷費
研究図書費
会議費
雑費

1

2

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

1,836,725

73,606

494,424

205,241

388,358

101,731

44,013

0

18,859

80,407

3,243,364

7.883.793費 J

期  経  ` 額 A ― l

-2.975,196

D

災害損失

当 期 経 手 減 1 C D
-2.975.1

31.612.162

28,636.966



書式第 15号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 貸借対照表
特 申 ヨL営剰 活 動 法 人 キ :」 ス ト教メンタル・ ケア・ センター

円

金  額 小計・合計

籠 産 の 部

i動資産

現金

普通預金

通常貯金・振替口座

定額貯金

定期預金

立替金

仮払金

前払金

４

５

２

０

０

　

　

４

[産合計  ・・・① 28,067,535

定資産

(1)有形固定資産

什器備品

(2)無形固定資産

(3)投資その他の資産
差入保証金 570,000

A

1

2

[産合計  ・・・② 570,00(

【A】 資 産 合 計 ①十② 28,637,535

負 債 の 部

:動負債

仮受金

前受金

預 り金

債合計  ・・・③ 569

国定負債

ヨ債合計  ・・・④

【B-1

負 「 計 ③+④

31,612,162
-2,975,196

28.636.966

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 28,637,535

ｒ
ｌ
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
‥
Ｌ

中

２

　
　

　
　

　
　

　
　

闇



28

令和 4年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

キリス ト教メンタル・ケア・センター

1.重要な会計方針
計算書類の作成はNPO法人会計基準によっています。 (2017年 12月 12日 改正)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は保有していないため該当なし。

(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産は保有していないため該当なし。

(3)引 当金の計上基準

引当金は計上 していないため該当なし。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし。

(5)消費税等の会計処理
税込処理を採用 しています。

2.事業別損益の状況

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳 該当なし

4.使途等が制約された寄附金等の内訳 該当なし

5.固定資産の増減内訳 該当なし

6.借入金の増減内訳 該当なし

(単位 :円 )

7.役員及びその近親者との取引の内容 該当なし

8 
その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

。 事業費と管理費の按分方法

施設管理費・光熱費・通信電話料・印刷費の50%を事業費と管理費に案分しています。

・ その他の事業に係る資産の状況

該当なし

科 目 相談事業 研修事業 広報出版事業 運動普及事業 講座事業 事業部門計 管理部門 合計

326,500

950,000
3,629,800

0

326,500
2,297 2,297

4.582.097 326.50( 4.908.597 4.908.597

344,315
1,836,725

73,606

237,795
383,622

5,053
44,014

0

35,736
39.707

187,997

72,979

126,894

29,806

138,800 732,368

134,570

216,442

1,530,374
1,836,725

73,606
0

237,795
591,171

5,053
290,262

101,731
44,013

18,859
80.407

1,530,374
3,673,450

147,212
494,424
443,036
979,529
106,784
334,275

0

54,595
120.114

3.000,573 260,976 156,700 138,800 1,083,380 4,640,429 3,243,364 7,883,793
3.000.573 260.976 156.70( 138.800 1.083.380 4.640,429 3.243.364 7,883,793

-3.243.364 -2.975.1961,581,524 -260,976 -156,700 -138,800 -756,880 268,168

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Π 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
人件費計

(2)その他経費
事業活動費

什器備品リース料
通信・電話料
旅費交通費
事務費消耗品費
印刷費
研究図書費
会議費
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

施設管理費
光熱費

内容 金 額 算定方法



書式第 17号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 財産目録
特 申 」L営利 活動 法 人 キ :』 ス メンタル・ケア・センター

金  額 ′1ヽ    言十 合   計

産 の 部

薦動資産

546,055

27,381,404

現金預金

手元現金

預金
三菱UFJ銀行…普通預金

みずほ銀行  ・̈ 普通預金

郵便局    ・̈ 通常貯金

郵便局    ・・・振替口座

郵便局    ・̈ 定額預金
三菱UFJ銀行…定期預金

４

５

ランティア保険料

546,055

000

31,800

276

289,657

1,663,982

248,221

179,544

8,000,000

8,000,000

140,076

0)産合計 28,067,

ヨ定資産

有形固定資産は保有していない
(1)有形固定資産

(2)無形固定資産
無形固定資産は保有していない

570,000 570,000

(3)投資その他の資産

敷金 (保証金)

代々木プリンスマンション入居保証金

長期貸付金

2

産合計  ・・ ・② 570.001

【A】 資 産 合 計 ①+② 28,637,535

569

569

2

預 り金 源泉所得税

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 569

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 一 【B-1】 28,636,966

負 債 の 部

馬薇「

"蓄
ill_1

【[

. . .σn箋倍 合 計



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿
(前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者

についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

」饉出望 1漬」塾1型壼型_丞_」堕塑些 二墨L笙塑
=:

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

画以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
監事

フシ
・
サキ ヨシノフ

・
令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年

年

月

月

日

日藤崎 義宜

2 監事
ヨシオカ ミツヒト 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年

年

月

月

日

日吉岡 光人

3 監 事
フキヌキ ユウコ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年  月  日

年  月  日吹抜 悠子

4
監事

キッカワ クミコ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年

年

月

月

日

日吉川 久美子

5

⌒
[理事
ヽノ

監事
ヤナキ

°
夕ニ ヒロオ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年 月

月

日

日年柳谷 洋生

6

⌒

∪
。監事 アサミ ヒテ

°
アキ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年  月  日

年  月  日浅見 英明

7

/日、

∪
。監事 イシマル マサヒコ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年  月  日

年  月  日石丸 昌彦

8

⌒

∪・監事 ウタ'力
°
ワ マサヒコ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年  月 日

日年 月宇田川 雅彦

9

/口ヽ

∪
・監事 ナカ

・
イ カヨ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年  月  日

年 月 日永井 かよ

10

⌒

∪・監事 タカノ トシオ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年  月  日

年  月  日高野 利雄



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)氏   名

11

′ヽ

∪ 監事 イケタ
°
 イホコ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年 月

月

日

日年池田 伊穂子

12

⌒

∪ 監事 サセ スミカ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年  月  日

年  月  日佐瀬 壽賞香

13

ノ
ロ
ヽ

∪ 監事 ミソ
・
ク
・
チ シ

・
ュンコ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年  月  日

年  月  日溝口 順子

14

′ヽ

り
・監事 夕ニカ

・
ワ スス

・
コ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年  月  日

年  月  日谷川 壽壽子

15

ノ
‐
ヽ

∪ 監事 タケマエ ルリ 令和4年 4月  1日

6月 30日令和4年

年  月 日

日年 月竹前 ルリ

16

〆ヽ
理事t監ヲ

▼

ウメサ
°
ワ  ヤヨヒ 令和4年 4月  1日

3月 31日令和5年

年 月

月

日

日年梅澤 やよひ

17

⌒
理事t監ヲ

▼

タカノ  リョウコ 令和4年 5月  21日

3月  31日令和5年

年  月  日

年  月  日高野 良子



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_圭旦望:」:菫:L」と≧生」と上立:望:■:」堕乙生=_.

氏   名

石居 義生

2 伊東 和子

3 今関 泉

4 田中 美佐子

5 大江 良子

6 五十嵐 恭子

7 木場 恵子

8 関 洋

9 谷川 敦子

10 脚 |1 桜子

11 噌尾 恵子

12 券又 和美


